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○石垣市民の森の設置及び管理に関する条例施行規則 

令和3年3月11日 

規則第11―1号 

石垣市民の森の設置及び管理に関する条例施行規則(平成18年石垣市規則第13―1号)の全部

を改正する。 

(趣旨) 

第1条 この規則は、石垣市民の森の設置及び管理に関する条例(令和2年石垣市条例第38号。

以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(用語の定義) 

第2条 この規則で使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

(指定管理者の業務) 

第3条 指定管理者は、条例第5条第1項第1号の定めるところにより毎日パトロールを実施し、

修繕が必要と認められるときは早急にこれを行い利用者の安全管理に努めなければならな

い。 

2 木育・木づかい運動においては、市民の森における各施設を利用した環境教育等の実施を

行うとともに市民に対して積極的な啓発活動に努めなければならない。 

3 指定管理者が指定管理業務以外に自主事業を行うときは石垣市民の森指定管理者自主事業

申請書(様式第1号)によるものとする。 

(指定管理者の指定申請書等) 

第4条 条例第6条に規定する規則で定める申請書は、石垣市民の森指定管理者指定申請書(様

式第2号)によるものとする。 

2 条例第6条に規定する事業計画書等には、次に掲げる事項を掲載しなければならない。 

(1) 団体の概要 

(2) 指定期間となる各年度(5年分)の事業計画書及び収支(損益)予算書 

(3) 職員の配置計画 

(4) 法人である団体にあっては、定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

(5) 法人でない団体にあっては、定款又は寄附行為に相当する書類及び代表者の身分証明書

(市町村長が発行するものに限る。) 

(6) 団体の申請直前3年間の収支(損益)決算書又はこれに相当する書類(既に財産的取引活

動をしている団体のみ) 

(7) 団体の申請前年度の事業報告書、貸借対照表及び財産目録(法人以外の団体にあっては

これらに相当する書類) 
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(8) 義務履行証明書 

(9) 当該施設の指定期間内の決算書(現指定管理者のみ) 

(10) 役員の氏名、住所及び履歴を記載した書類 

(11) その他市長が必要と認めた書類 

(指定管理者の指定) 

第5条 市長は、条例第7条の規定により指定管理者を指定したときは、指定した者に対し通知

するとともに条例第8条の規定による告示しなければならない。 

(施設の利用期間等の変更) 

第6条 指定管理者は、条例第9条第1項及び第10条第1項の規定により石垣市民の森の休業日

及び利用期間並びに利用時間を変更する場合は、石垣市民の森利用期間等変更申請書(様式

第3号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の規定により指定管理者から石垣市民の森の休業日及び利用期間並びに利用

時間の変更申請が出た場合は、石垣市民の森利用期間等変更(不)許可通知書(様式第4号)によ

り通知するものとする。 

(利用の許可等) 

第7条 条例第11条の規定により、石垣市民の森の施設を利用しようとする者は、石垣市民の

森施設利用許可申請書(様式第5号)を指定管理者に申請し、その許可を受けなければならない。 

2 指定管理者は、前項に規定する申請を行った者に対し、石垣市民の森施設利用許可通知書

(様式第6号)及び石垣市民の森施設利用不許可通知書(様式第7号)により通知するものとする。 

3 第1項の許可を受けたものは、石垣市民の森の施設を利用する際に、前項の利用の許可に係

る書面を係員に提示しなければならない。 

4 第1項の利用許可申請は、利用する5日前までに行わなければならない。 

(利用料金の設定) 

第8条 指定管理者は、条例15条の規定により石垣市民の森の利用料金を設定する場合は、石

垣市民の森施設利用料金(変更)承認申請書(様式第8号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の規定により指定管理者から石垣市民の森の利用料金設定の申請が出た場合

は石垣市民の森施設利用料金(不)承認通知書(様式第9号)により通知するものとする。 

3 石垣市林産物等販売用施設は、販売スペース内をⅠ型(0.7m2)、Ⅱ型(1m2)、Ⅲ型(2m2)、そ

の他販売区画(3m2)について、個人事業主及び団体への貸出しを行うものとする。 

(利用料金の減免) 

第9条 条例第16条の規定により、条例第15条に定める利用料金を減免することができる場合

及びその額は、次のとおりとする。 
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(1) 本市が主催する行事に使用するとき 全額免除 

(2) 身体障害者福祉法(昭和24年法律第283号)第4条に規定する身体障害者、精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第45条第2項の規定による精神障害者

保健福祉手帳の交付を受けている者又は知的障害者(児)(児童相談所又は知的障害者更生

相談所において知的障害者と判定され、療育手帳の交付を受けた者をいう。)が使用する

場合(引率者を含む。) 全額免除 

(3) 教育関係団体及び社会福祉団体等がその事業目的のため使用する場合 3割減額 

(4) 挽物事業従事者及び林業従事者がその事業目的のため使用する場合 全額免除 

(5) その他市長が適当と認めたとき 3割減額 

2 前項の規定により、利用料金を減額して算定する場合において、当該金額に10円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

3 利用料金の減免を受けようとするものは、石垣市民の森施設利用料金減免許可申請書(様式

第10号)を指定管理者に提出しなければならない。 

4 指定管理者は、前項の規定による申請を適当と認めたときは、利用料減免許可(不許可)書(様

式第11号)により通知する。 

(事業報告書) 

第10条 条例第25条の事業報告書は、次に掲げる事項を記載して提出するものとする。 

(1) 石垣市民の森(以下「市民の森」という。)の管理運営に関する業務(以下「業務」という。)

の年間実施状況 

(2) 業務に係る収支状況 

(3) 市民の森の月別利用者状況 

(4) 前3号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

附 則 

この規則は、令和3年4月1日から施行する。 
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様式第1号(第3条関係) 

様式第2号(第4条関係) 

様式第3号(第6条関係) 

様式第4号(第6条関係) 

様式第5号(第7条関係) 

様式第6号(第7条関係) 

様式第7号(第7条関係) 

様式第8号(第8条関係) 

様式第9号(第8条関係) 

様式第10号(第9条関係) 

様式第11号(第9条関係) 

 


